
参考資料１ 

外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）（抄） 

令 和 元 年 1 2 月 2 0 日 

外国人材の受入れ・共生に関する 

関 係 閣 僚 会 議 

Ⅰ 基本的な考え方 

近年、我が国を訪れる外国人は増加の一途をたどっている。平成 24年に 836

万人であった訪日外国人旅行者数は、平成 30年に初めて 3，000万人を超え、

我が国に在留する外国人も令和元年６月末時点で 283 万人、我が国で就労す

る外国人も平成 30 年 10 月末時点で 146 万人と、それぞれ過去最多を記録し

ている。 

政府においては、出入国管理及び難民認定法（以下「入管法」という。）の

改正による新たな在留資格である「特定技能１号」及び「特定技能２号」の創

設（平成 31年４月施行）を踏まえつつ、外国人材の受入れ・共生のための取

組を、より強力に、かつ、包括的に推進していく観点から、平成 30 年 12 月

に「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（以下「総合的対応策」

という。）を決定し、令和元年６月には、外国人材の受入れ環境整備をめぐる

喫緊の課題を中心に「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策の充実

について」（以下「充実策」という。）を取りまとめ、政府一丸となって関連施

策を着実に実施してきた。 

 今般、これまでの関連施策の実施状況も踏まえつつ、充実策の方向性に沿

って、総合的対応策の改訂を行った。 

総合的対応策は、外国人材を適正に受け入れ、共生社会の実現を図ること

により、日本人と外国人が安心して安全に暮らせる社会の実現に寄与すると

いう目的を達成するため、外国人材の受入れ・共生に関して、目指すべき方

向性を示すものである。 

政府としては、条約難民や第三国定住難民を含め、在留資格を有する全て

の外国人を孤立させることなく、社会を構成する一員として受け入れていく

という視点に立ち、外国人が日本人と同様に公共サービスを享受し安心して

生活することができる環境を全力で整備していく。 

 その環境整備に当たっては、受け入れる側の日本人が、共生社会の実現に

ついて理解し協力するよう努めていくだけでなく、受け入れられる側の外国

人もまた、共生の理念を理解し、日本の風土・文化を理解するよう努めてい

くことが重要であることも銘記されなければならない。 

在留外国人の増加が見込まれる中で、政府として、法務省の総合調整機能
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の下、引き続き、外国人との共生社会の実現に必要な施策をスピード感を持

って着実に進めていく。 

 もとより、外国人との共生をめぐる状況は、絶えず変化し続けていくもの

であり、総合的対応策に盛り込まれた施策を実施していれば足りるというも

のではない。国民及び外国人の声を聴くなどしつつ、引き続き、定期的に総

合的対応策のフォローアップを行い、必要な施策を随時加えて充実させなが

ら、政府全体で共生社会の実現を目指していく。 

 

Ⅱ 施策 

３ 生活者としての外国人に対する支援 

(1) 暮らしやすい地域社会づくり   

① 行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備 

○ 外国人が、在留手続、雇用、医療、福祉、出産・子育て・子供の教

育等の生活に関わる様々な事柄について疑問や悩みを抱いた場合に、

適切な情報や相談場所に迅速に到達することができるよう、地方公共

団体が情報提供及び相談を行う一元的な窓口を整備するための支援

を開始し、対象を全地方公共団体に拡大した。 

地域の実情に応じた対応が可能になるよう新たに複数の地方公共

団体の広域連携による一元的相談窓口の設置・運営も外国人受入環境

整備交付金の交付対象とする。また、同相談窓口における通訳の配置・

多言語翻訳アプリの導入による多言語対応（11か国語以上）等の相談

体制の整備・拡充の取組を交付金により引き続き財政的に支援する。

あわせて、同相談窓口における多文化共生社会の実現に資する日本人

からの相談への対応に加え、同相談窓口が地域との交流や日本語学習

の場の情報提供を行うなど外国人に対する支援における同相談窓口

の機能の向上に努める。また、地方公共団体及び関係行政機関が一元

的な窓口における業務を円滑に実施することができるよう、地方公共

団体職員等に対し、相談業務に関する研修等を実施し、その知識の更

なる涵養を図る。さらに、地方出入国在留管理官署職員等を地方公共

団体の要望を踏まえて派遣するなどし、出入国及び在留の手続に係る

相談にも一元的に応じる。 

加えて、全国に配置されている受入環境調整担当官の体制整備を図

ること等により、地方公共団体に対する支援活動、地域における情報

収集等を充実・強化する。〔法務省〕《施策番号 39》 

 

(5) 留学生の就職等の支援 
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○ 日本の大学・大学院を卒業・修了した留学生の就職支援に向けた特

定活動告示（第４６号）の周知を行う。〔経済産業省、厚生労働省、法

務省〕《施策番号 100》 

 

○ 大学等の秋卒業者の国内就職を促進するため企業等の通年採用が

促進されるように取り組むとともに、就職が内定した留学生に対し、

採用までの間本邦に滞在することを認めている「特定活動」の企業等

への周知を行う。〔法務省、経済産業省〕《施策番号 101》 

 

○ 本年 11月、「日本料理海外普及人材育成事業」の拡充により、名称

が「日本の食文化海外普及人材育成事業」と改められるとともに、調

理又は製菓の科目を専攻して専修学校の専門課程を修了する等した

留学生が就職できる業務の幅が拡大され、日本料理に加え、その他の

料理や製菓についても対象とされたことを受け、本事業の適正な運用

を行いつつその普及を図る。〔法務省、厚生労働省、農林水産省〕《施

策番号 102》 

 

○ 留学生による我が国での起業の円滑化を図るべく、「外国人起業活

動促進事業」に関連する制度・運用の拡充をはじめとした、入国・在

留管理等に係る制度・運用の見直し等を進め、令和元年度中に結論を

得る。〔法務省、経済産業省〕《施策番号 103》 

 

○ 一定の条件を満たす中小企業等への留学生の就職を支援するため、

厚生労働省のユースエール認定制度の認定企業を対象として、留学生

が在留資格変更許可申請を行う際に必要となる各種提出書類につい

て、大企業と同様の簡素化を図ったところ、在留諸申請手続きにおけ

る更なる提出書類の簡素化について引き続き検討を行う。〔法務省、

経済産業省〕《施策番号 104》 

 

○ 大学が企業等と連携し、留学生が我が国での就職に必要なスキルで

ある「ビジネス日本語」等を在学中から身に付ける教育プログラムを

策定し、これを「留学生就職促進履修証明プログラム（仮称）」として

文部科学省が認定し、留学生の国内企業等への就職につなげる仕組み

を全国展開する。認定大学には、留学生の就職率についての達成目標

の設定を求める一方で、奨学金の優先配分等の支援を検討する。スー

パーグローバル大学創成支援事業の採択大学についても、同プログラ
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ムに原則として参加することとする。 

また、優秀な留学生の掘り起こし、日本語指導、国内企業とのマッ

チング等、総合的な受入れモデルを構築する専修学校における取組を

支援しているところ、これらの取組によって得られた教育プログラム

等に関する成果を公表して広く情報共有する。 

これらの取組により、大学・専修学校、企業、地方公共団体等の連

携の下、留学生を国内企業への就職につなげる仕組みの構築を推進す

る。〔文部科学省〕《施策番号 105》 

 

○ 文部科学省が認定する、留学生がビジネス日本語等を身に付けるた

めの教育プログラム「留学生就職促進履修証明プログラム（仮称）」

について在学中のみならず、企業への内定後や大学卒業後をフォロー

アップする教育プログラムについても認定することとして、更なる活

用促進を図る。〔文部科学省〕《施策番号 106》 

 

○ 我が国を訪れる外国人が日常生活、職場等で使用できる日本語を学

習できるよう、日本放送協会（ＮＨＫ）が、提供する日本語教育コン

テンツについて、対象言語の拡大や過去のコンテンツの有効利用の促

進、ウェブサイトの充実等を進める。また、関係機関（在外公館、地

方公共団体、教育機関、関係省庁等）において、必要に応じ当該コン

テンツの利用拡大に向けて、我が国を訪れる外国人やその受入れ企業

等に対し周知を実施する。＜再掲＞〔総務省、経済産業省等関係省庁〕

《施策番号 83》 

 

○ 大学等における就職率等の情報開示等の取組を集約し、効果的に発

信するため日本学生支援機構の特設サイトにおいて、大学等の情報の

掲載を進めるとともに、就職支援の取組や就職状況に応じて教育機関

に対する奨学金の優先配分を行う。〔文部科学省〕《施策番号 107》 

 

○ 留学生の国内就職の促進のため、留学の在留資格から就労関係の在

留資格変更手続の簡素化等を行うことを踏まえ、大学等の進路相談等

において留学生の在留資格の変更に対する支援が効果的に行えるよ

う、法務省、文部科学省と大学等が連携し、研修会（意見交換）を行

う。〔法務省、文部科学省〕《施策番号 108》 

 

○ 留学生の採用時に高い日本語能力（例えば日本語能力試験Ｎ１相当
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以上）を求める企業もみられるが、業務に必要な日本語能力のレベル

は企業ごとに様々であり、採用時に求める日本語能力水準には多様性

がある。こういった実態を踏まえ、関係省庁、産業界、支援事業者、

大学等の連携により策定する留学生の多様性に応じた採用選考や選

考後の柔軟な人材育成・処遇等に係るチェックリストやベストプラク

ティス等について、関係省庁の各種制度や施策と連携し、横展開して

いく。また、同チェックリスト等に基づく留学生向けの取組について､

企業や大学等からの情報発信を促すため、関係省庁から経済団体や大

学等への周知を徹底していく。〔経済産業省（厚生労働省、文部科学

省等関係省庁）〕《施策番号 109》 

 

○ 「高度外国人材活躍推進プラットフォーム」を日本貿易振興機構（Ｊ

ＥＴＲＯ）に立ち上げたことを受け、関係省庁連携の下、企業と留学

生を含む高度な知識・技能を有する外国人材の双方に分かりやすい関

連施策情報等、各種情報発信の充実を図る。また、専門家による中堅・

中小企業への伴走型支援を通して、留学生を含む高度外国人材の採用

ニーズが高まっている地方企業に対しても就職から活躍までのきめ

細やかな支援を迅速かつ効率的に提供するために、専門家を全国に配

置する。さらに留学生を含む高度外国人材が企業に就職した後の活躍

を促進するために必要な企業における取組の在り方を検討し、その普

及・定着を図る。〔経済産業省〕《施策番号 110》 

 

○ ハローワークの「外国人雇用サービスセンター」や「留学生コーナ

ー」を地域の拠点として、担当者制によるきめ細かな相談・支援を行

うほか、地方企業、地方公共団体、ＪＥＴＲＯ等関係機関と連携し、

インターンシップの充実や留学生向け求人の掘り起こし、就職ガイダ

ンス等のセミナー、合同企業説明会の開催等に取り組むことで、留学

生と企業の更なるマッチングの推進を図る。 

また、上記拠点において、地方公共団体が設置する一元的な窓口と

必要な連携を図る。〔厚生労働省、経済産業省〕《施策番号 111》 

 

○ 入学を志願する留学生向けの情報提供を促し、国内企業のニーズに

応じた留学生の受入れを促進するため、海外において、関係機関との

連携により、卒業後の我が国での就職等のキャリアパスをはじめとし

た日本留学の魅力について統合的な発信を図る。〔文部科学省〕《施

策番号 112》 



6 
 

 

○ アジアの優秀な理系分野の人材の環流促進を目指すイノベーティ

ブ・アジア事業では、関係機関との連携強化を図り、「高度外国人材

活躍推進プラットフォーム」の活用、インターンシップのマッチング

及び日本企業での就職に関心を持つものを対象とした国内外でのジ

ョブフェア等の情報提供を実施する。〔外務省、法務省、経済産業省、

文部科学省〕《施策番号 113》 

 

○ 介護施設等が行う外国人介護人材の技能向上のための研修や、外国

人を対象に行う研修の講師養成等を行うほか、留学生を含む介護福祉

士養成施設に在学する学生に対し、資格取得後に一定期間介護業務に

従事した場合に返済免除となる修学資金の貸付けを行う事業を更に

推進する。 

  また、我が国の大学等に在籍する留学生で、学業・人物ともに優れ、

経済的理由により修学継続が困難な学生等を対象とした給付型の奨

学金事業において、今後の介護分野における推薦状況を踏まえつつ、

支援を推進する。〔厚生労働省、文部科学省〕《施策番号 114》 

 

○ 留学生と企業が接触する機会となるインターンシップの促進に向

けて、活動内容や在留資格手続に係るガイドラインの見直しを行うと

ともに、留学生の日本での就労に必要となる手続について、モデルケ

ースの提示やフローの見える化を図る。また、適切な手続方法につい

て大学や企業等に広く周知する。〔法務省、文部科学省、経済産業省〕

《施策番号 115》 

 

○ 外国人共生センター（仮称）を拠点にインターンシップに係る説明会やセ

ミナー等を通じ、企業における留学生や海外からのインターンシップの受

入れ促進を図る。 〔法務省、厚生労働省、経済産業省〕《施策番号 116》 

 

○ 「特定活動」の在留資格により認められるインターンシップについ

て、その対象となる外国の学生の要件や活動内容、制度の趣旨を明確

にするとともに、より一層適正な制度の利用促進を図るためにガイド

ラインを策定する。〔法務省〕《施策番号 117》 

 

○ 総合的対応策による取組を踏まえ、留学生の国内就職関連情報につ

いて在外公館を通じ情報発信を行う。〔外務省〕《施策番号 118》 



7 
 

 

○ 外国人留学生等を対象とした、職場定着のためのコミュニケーショ

ン能力の向上や雇用慣行等に関する知識の習得を目的とした研修を

実施するとともに、研修事業の知見を基に職場定着のための研修モデ

ルカリキュラムを作成する。さらに、モデルカリキュラムやベストプ

ラクティス等を活用して、事業主向けセミナー等を通じ、事業主や職

場の上司等の職場における効果的なコミュニケーションの方法を周

知する。〔厚生労働省〕《施策番号 119》 

 

○ 事業主と外国人労働者の意思疎通を促進し、外国人労働者の職場定

着のための事業主の取組を支援するため、以下の措置を講ずる。 

・ 労働条件等に関する事業主と外国人労働者の間のトラブルの発

生予防に資するよう、労働契約等で使用頻度の高い単語や例文を各

国語に翻訳した多言語辞書を作成し、事業主や外国人に周知する。 

・ 外国人が自らの労働条件等を十分に理解し、適正な待遇の下で安

心･納得して就労を継続し、その能力を発揮することができるよう、

外国人特有の事情に配慮した事業主の雇用管理改善の取組に対する

助成措置を新設する。 

・ 外国人就労・定着支援研修事業の知見を基に外国人労働者の職場

定着のための研修のモデルカリキュラム(仮)を作成し、外国人を雇

用する企業等へ周知する。 

〔厚生労働省〕《施策番号 120》 

 

○ キャリアコンサルタント向け講習等を通じ、留学生や企業実務（ダイバー

シティ経営等）等に精通したキャリアコンサルタントの育成を行う。〔厚生労

働省〕《施策番号 121》 

 

○ 元留学生等の外国人社員を含め企業内におけるキャリアコンサルティ

ングを積極的に実施することにより、外国人材の活躍や定着につなげる

企業の事例を取りまとめ、周知を行う。〔厚生労働省〕《施策番号 122》 

 

 

４ 新たな在留管理体制の構築 

(1) 在留資格手続の円滑化・迅速化 

○ 在留申請手続のオンライン化について、令和２年春頃を目途に対象

手続を在留資格変更許可申請、在留資格認定証明書交付申請及び就労
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資格証明書交付申請に拡大する。 

  また、「特定技能」の在留資格による外国人の所属機関が行う雇用契

約の終了等に関する出入国在留管理庁長官に対する届出をオンライ

ンで行うためのシステムの整備について、引き続き検討を行う。 

  さらに、外国人の受入れ状況に係る情報を継続的に把握し、受入れ

機関単位で情報を管理・把握するための情報基盤の整備及び特定技能

外国人の受入れ機関が行う出入国在留管理庁長官に対する届出をオ

ンラインで行うためのシステム整備についても、引き続き検討を行う。

〔法務省〕《施策番号 142》 

 

○ 地方出入国在留管理官署における在留諸申請について、在留資格変

更許可申請及び在留期間更新許可申請の標準処理期間（２週間から１

か月）内の処理を励行する。特に、中小・小規模事業者をはじめとし

た人手不足の深刻化に対応するため、特定技能外国人が地域において

速やかに就労を開始できるよう、地方出入国在留管理官署においては、

「特定技能」の在留資格に係る在留諸申請及び登録支援機関登録申請

に係る標準処理期間内の処理を励行し、迅速な処理を行う。〔法務省〕

《施策番号 145》 


